
行政評価シート（事後評価）
コード 事務事業名 所管部課

年度 （ ）

事業費(A)

国庫支出金・都支出金

地方債

その他 （ ）

一般財源

所要人員(B)

人件費(C)=平均給与×(B)

臨時職員等賃金(C')

総コスト(D)=(A)+(C)+(C')

単位当たりコスト

(E)=(D)/ （ ）

人

人

人

人
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事
務
事
業
の
概
要

事務事業の目的 根拠法令等

　保育所の保育内容は、保育所保育指針（厚生労働省児童家庭局：平成20年３月改訂、平成21年４
月施行）に基づいている。保育指針に従い自然や社会の事象についての興味や関心を育て、それら
に対する豊な心情を育てるため、各種行事に取り組んでいる。

事業内容・実施方法等／補助の概要：補助団体の概要（団体名・団体の活動内容・補助金の活用内容等）、補助金の
概要（国・都基準の有無・対象者拡大の有無・上乗せ補助額・市単独補助額）等

　認可保育所では、保育所保育指針に基づき保育計画を作成するなかで、複数園による合同行事、遠足等園外保育、
季節行事、誕生会等各種の行事を立案し、日々保育の中で実施している。行政評価の対象としては、影絵や人形劇な
どの観劇会、昭和記念公園や動物園などへのバス遠足とした。

事業開始時期 合併前から 実施形態

事
業
費
デ
ー
タ

項　　目 単位 17年度

財
源
内
訳

人

18年度 19年度 20年度

千円

3,636 3,276 3,181 3,542

3,636 3,276 3,181 3,542

0.30

8,161

1.06 1.06 1.00

11,342

2,448

千円

千円 8,676 8,651

5,990

バス遠足実施回数 千円 770 745 810 #DIV/0!

千円 12,312 11,927

評
価
指
標
の
設
定

活動等指標 単位 17年度

②合同観劇実施回数 実績値 延べ回数 2

成果指標 単位

18年度 19年度 20年度

①バス遠足実施回数 実績値 延べ回数 16 16 14

2 2

《指標の説明・数値変化の理由　など》
　バス遠足は、民間委託により公設公営園が減ったため、回数が減った。また、平成20年度事業費の増は、こもれび
ホールの使用料である。

17年度 18年度 19年度 20年度

一
次
バス遠足参加園児数

目標値

実績値 1,015 965 965

二
次
合同観劇参加園児数

目標値

実績値 906 984 1,014

《指標の説明・数値変化の理由　など》
　（二次）民間保育園の参加による定数・実績値の増

事
業
環
境
等

市民・関連団体等の意見
（アンケート結果など）

　保育園に対する福祉サービス第三者評価の保護者アンケートでは、　「散歩等
で戸外に出る機会が多いか」はい79.1％「お子さんの豊かな感性を育む活動等行
われてますか」はい88.4％（芝久保保育園）との回答を得ている。

都内26市のサービス水準との比較
（平均値、本市の順位など）

　12市でバス借上を実施している。

代替・類似サービスの有無
　豊かな心情を育てるという目的のみであれば他団体による野外活動
等がある。

法律

条例・規則

要綱・要領

政令・省令

  上

  中

  下

  有

  無

直営 委託 補助 その他



コード 事務事業名 所管部課

【一次評価】

【二次評価】

【行革本部評価】
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検証項目 ランク 一次評価
判断理由及び事業を行う上での課題や、

今後改善すべき点等

事業の優先
度（緊急性）

1
　保育所保育指針に基づいた保育園行事
は、保育園生活を豊かなものとし、児童の
成長・発達のためにも必要な事業である。
今後も、社会の流れ等を踏まえ、内容豊か
で工夫のある行事を実施していく必要があ
る。

事業の
必要性

2

事業主体
の妥当性

2

直接のサービ
スの相手方 1

事業内容等
の適切さ

2

受益者負担
の適切さ

2

市民ニーズ
の把握 2

検証項目 ランク 二次評価
判断理由及び事業を行う上での課題や、

今後改善すべき点等

事業の優先
度（緊急性）

2
　国の保育指針の改定動向や他市の実施
状況を調査研究し、新たな保育園行事のあ
り方や効果的な事業実施について今後も検
討されたい。
　また、民間施設も参加している事業につ
いては、費用負担のあり方について検討し
ていく必要がある。

事業の
必要性

2

事業主体
の妥当性

2

直接のサービ
スの相手方 2

事業内容等
の適切さ

2

受益者負担
の適切さ

1

市民ニーズ
の把握 2

行革本部評価 判断理由及び事業を行う上での課題や、今後改善すべき点等

　保育園で実施されている各種行事は、乳幼児期における心身の健やかな成長に資するものであり、引
き続き実施する必要のある事業である。今後は、社会状況を踏まえ、乳幼児の健全な成長・発達の観点
から内容の充実を図るとともに、他市の状況や国の動向を踏まえた適正な事業実施に努められたい。

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

休止

0

1

2

3

事業の優先
度（緊急性）

事業の
必要性

事業主体
の妥当性

直接のサービ
スの相手方

事業内容等
の適切さ

受益者負担
の適切さ

市民ニーズ
の把握

0

1

2

3

事業の優先
度（緊急性）

事業の
必要性

事業主体
の妥当性

直接のサービ
スの相手方

事業内容等
の適切さ

受益者負担
の適切さ

市民ニーズ
の把握

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

廃止

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

休止

廃止

休止

廃止

拡充


